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１ 防災指針の基本的な考え方 

 

防災指針とは、コンパクトで安全なまちづくりを推進するため、都市機能や居住機能

を誘導する上で必要となる都市の防災に関する機能を確保するための指針です。 

長崎市では、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域等が広範囲に分布している

ことに加え、平野部においては、洪水または津波による浸水想定区域が指定されていま

す。これらのうち、土砂災害特別警戒区域等の「災害レッドゾーン※1」については、都

市機能誘導区域ならびに居住誘導区域（以下、「居住誘導区域等」とする）から除外する

こととしています。しかし、平地が少ない本市の地形的特徴や人口分布、都市機能の集

積状況等を踏まえると、全てのハザードエリアを居住誘導区域等から除外することは現

実的ではないことから、土砂災害警戒区域や洪水浸水想定区域等の「災害イエローゾー

ン※2」については、一部を居住誘導区域等に含めるとともに、災害時の生命維持に対す

るリスクを可能な限り回避あるいは低減させる取組みを推進することが重要となりま

す。 

以上を踏まえ、本市の災害リスクを分析したうえで、居住誘導区域等の中に残存する

災害リスクに対して、計画的かつ着実に必要な防災・減災対策を取り組むために防災指

針を定めます。 

なお、この防災指針は長崎県が定める「都市計画区域マスタープラン」ならびに「長

崎市第五次総合計画」、「長崎市都市計画マスタープラン」における諸施策との整合を図

るとともに、「長崎市地域防災計画・長崎市水防計画」及び「長崎市国土強靭化地域計画」

等の関連計画（防災分野）と連携しながら、ハード・ソフトの両面から災害リスクの回

避、低減に向けた具体的な取組を推進するものとします。 

 

※1 災害レッドゾーン：土砂災害が発生した場合に、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずる

おそれがあると認められる土地の区域 

※2 災害イエローゾーン：土砂災害が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそ

れがあると認められる土地の区域  

 

〈 他計画との関係 〉 

長崎市第五次総合計画 都市計画区域マスタープラン（長崎県） 

即す 即す 

長崎市立地適正化計画 

 

 

 

長崎市公共交通 

総合計画 

連携 

関連計画（防災分野） 

防災指針 連携 長崎市国土強靭化地域計画 

長崎市地域防災計画・ 

長崎市水防計画 

長崎市都市計画マスタープラン 
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２ 災害リスクの分析で用いる情報 

本市の居住誘導区域等で起こりうる災害は、台風、洪水、津波、土砂災害等があり

ます。これらの災害について、これまで国、県、市で作成している情報をもとに、居

住誘導区域の災害リスクを分析し、課題を抽出します。 

 

項目 災害リスク分析で用いる情報 備考 

台風 
台風は局所的な被害想定が困難であるため、全域的に

起こりうる被害という視点で課題整理を行います。 

 

洪水 

浸水想定区域－浸水深（想定最大規模※3） 

浸水想定区域－浸水継続時間（想定最大規模） 

 

浸水想定区域－浸水深（計画規模※4） 

 

家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食・氾濫流） 想定最大規模の降雨で想定 

津波 
津波災害警戒区域（津波浸水想定に基づいて作成） 最大クラスの津波によって生

命・身体に危害が生ずるおそ
れがある区域 

土砂災害 

土砂災害警戒区域  

土砂災害特別警戒区域  

砂防指定区域  

地すべり防止区域  

急傾斜地崩壊危険区域  

地震 
地震は局所的な被害想定が困難であるため、全域的に

起こりうる被害という視点で課題整理を行います。 

 

※3 想定最大規模：現時点での技術により、当該地域において想定される最大の降雨量の規模 

※4 計画規模：当該河川の洪水防御に関する計画（河川整備計画など）の基本となる降雨の規模 
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３ 居住誘導区域等における災害リスクの把握 

（１）洪水 

① 洪水浸水想定区域（想定最大規模） 

想定最大規模の洪水浸水想定区域は、浦上川、中島川、八郎川等の市内主要河川沿

岸部を中心に指定されているほか、その他二級河川沿岸部においても今後指定が想定

されており、居住誘導区域等における浸水深は、一部を除き 3.0ｍ未満になると予測さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：長崎県河川課 
※主要河川を除くダム河川等については、立地適正化計画の計画区域のみを表示 
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【北西部地域】 
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【中央地域】 
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【東部地域】 
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② 浸水継続時間（想定最大規模） 

想定最大規模の浸水継続時間は、浦上川、中島川、八郎川等の市内主要河川沿岸部

を中心に、12 時間未満になると予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 浸水継続時間（想定最大規模） 

出典：長崎県河川課 
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【中央地域】 
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【東部地域】 
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③ 洪水浸水想定区域（計画規模） 

河川整備など洪水防御の計画の基本となる計画規模の洪水浸水想定区域は、浦上

川、中島川沿岸部の一部区域に指定されており、居住誘導区域等における浸水深は、

市営陸上競技場敷地等を除き概ね 0.5ｍ未満になると予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 洪水浸水想定区域（計画規模） 

出典：長崎県河川課 
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【中央地域】 
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④ 家屋倒壊等氾濫想定区域 

家屋倒壊等氾濫想定区域は、想定最大規模の降雨時において、「河川から氾濫した流

水により倒壊のおそれがある区域（氾濫流）」と「河岸の侵食により河川沿いに立地し

た家屋等が倒壊するおそれがある区域（河岸浸食）」の２種類があります。 

浦上川、中島川、八郎川に面した区域では、家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）

が指定されており、洪水時の河川の激しい流れにより地面が削り取られることで、家

屋が流出・倒壊するおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 家屋倒壊等氾濫想定区域 

出典：長崎県河川課 
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（２）津波 

① 津波災害警戒区域 

津波が発生した場合に、住民等の生命・身体に危害が生ずるおそれがある区域とし

て、津波災害警戒区域が指定されています。居住誘導区域等における浸水深は、最大

で 2.0ｍ未満となると予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 津波浸水想定区域 

出典：長崎県港湾課 
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【中央地域】  
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【東部地域】  
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（３）ため池 

① ため池浸水想定区域 

ため池が地震や大雨により決壊した場合、浸水が想定される区域が居住誘導区域等

に存在しており、居住誘導区域等における浸水深は、一部を除き 0.5ｍ未満になると予

想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ため池浸水想定区域 

出典：水産農林整備課  
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（４）土砂災害 

① 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域は、「土砂災害の恐れがある区域」が指定され、土砂災害特別警戒

区域は、「土砂災害警戒区域のうち、建築物に損壊が生じ、住民等の生命または身体に

著しい危険が生じるおそれがある区域」が指定されます。 

土砂災害特別警戒区域は、居住誘導区域から除外されているものの、土砂災害警戒

区域は、居住誘導区域内においても広範囲に存在します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 

出典：長崎県砂防課 
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② 砂防三法（砂防指定区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域） 

砂防三法に基づく指定区域は、市街化区域内においても存在しており、地すべり防

止区域及び急傾斜地崩壊危険区域のうち、対策工事等が実施されていない区域につい

ては、居住誘導区域から除外しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 砂防三法（砂防指定区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域） 

出典：長崎県オープンデータカタログ 
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４ 災害ハザード情報と都市情報の重ね合わせによる災害リスクの分析 

地域別に災害ハザード情報と都市情報（人口、建物、都市機能、避難所、道路網

等）を重ね合わせて災害リスクの分析を行い、課題を抽出します。 

 

※地震災害は突発的に発生し、建物倒壊や火災による被害は市域全域で発生する可能性があること

から、その災害リスクの分析は、揺れやすさではなく、建築物の状況等、都市情報の重ね合わせ

によって分析を行うものとする。 

  

ハザード情報等  都市情報  課題抽出の視点 

洪
水 

浸水深  建物階数  ①垂直避難で対応できるか 

 避難所  ②避難所を確保できるか 

（水平避難は可能か） 

 要配慮者利用施

設 

 ③浸水による施設機能の停止はな

いか 

家屋倒壊等 

氾濫想定区域 

 建物分布  ④家屋倒壊の危険はないか 

 要配慮者利用施

設 

 ⑤要配慮者等の生命維持に危険は

ないか 

津
波 

浸水深  建物階数  ⑥垂直避難で対応できるか 

 避難所  ⑦避難所を確保できるか 

（水平避難は可能か） 

 要配慮者利用施

設 

 ⑧要配慮者等の生命維持に危険は

ないか 

土
砂
災
害 

土砂災害警戒区

域等 

 要配慮者利用施

設 

 ⑨要配慮者等の生命維持に危険は

ないか 

地
震
※ 

建物建築年 

（耐震化の有無） 

 DID 地区  ⑩家屋倒壊による生命維持の危

険、甚大な財産被害はないか 

 避難所、避難経路  ⑪道路途絶による避難活動の遅れ

はないか 

建物構造  災害拠点施設、緊

急輸送道路 

 ⑫道路途絶による救急活動・災害

復旧の遅れはないか 

 防火帯、地震時等

に著しく危険な

密集市街地 

 ⑬火災発生による延焼はないか 
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（１）洪水浸水深（想定最大規模）×建物階数 

想定される浸水深に対して建物の階数が低く、垂直避難が困難となる建物は、居住

誘導区域内で約 1,200 棟が存在します。 

中でも、中央東部地区では、浸水深 5.0m 以上の区域に立地する建物も存在してお

り、これらの建物では、床上浸水や避難経路（道路）の寸断等により避難行動が困難

となるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点①】 

垂直避難で対応できるか 
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（２）洪水浸水深（想定最大規模）×避難所 

本市における洪水耐性がある避難所までの直線距離をみると、市街化区域内のほぼ全

ての区域で、1ｋｍ以内に含まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点②】 

避難所を確保できるか 

（水平避難は可能か） 
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（３）洪水浸水深（想定最大規模）×要配慮者利用施設 

居住誘導区域等に立地する医療施設や福祉施設等の要配慮者利用施設のうち、約

22％（約 260 棟）が洪水浸水想定区域に立地しており、都市機能誘導区域内において

は、約 16％（約 180 棟）が立地しています。 

これらの要配慮者利用施設においては、浸水等による施設の機能不全や冠水による

避難経路（道路）の寸断などが発生するおそれがあります。 

 

  

【課題抽出の視点③】 

浸水による施設機能の停止は

ないか 
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（４）家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）×建物分布 

家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）には、約 2,800 棟の建物が立地し、そのうち

木造の建物が約半分を占めています。 

これらの建物においては、洪水時の河岸浸食により木造・非木造に関わらず家屋倒

壊のおそれがあります。 

 

【課題抽出の視点④】 

家屋倒壊の危険はないか 
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（５）家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）×要配慮者利用施設 

家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）には、41 棟の要配慮者利用施設が立地してい

ます。 

これらの要配慮者利用施設においては、建物の倒壊等により要配慮者の生命が危険

にさらされるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点⑤】 

要配慮者等の生命維持に危険

はないか 
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（６）津波浸水深×建物階数 

津波発生時に想定される浸水深に対して建物の階数が低く、垂直避難が困難となる

建物は、居住誘導区域内で約 220 棟が存在します。 

これらの建物では、床上浸水や避難経路（道路）の寸断等により避難行動が困難と

なるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点⑥】 

垂直避難で対応できるか 
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（７）津波浸水深×避難所 

本市における津波耐性のある避難所までの直線距離をみると、市街化区域内のほぼ全

ての区域で、1ｋｍ以内に含まれています。 

 

  

【課題抽出の視点⑦】 

避難所を確保できるか 

（水平避難は可能か） 
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（８）津波浸水深×要配慮者利用施設 

居住誘導区域等に立地する医療施設や福祉施設等の要配慮者利用施設のうち、約 7％

（約 80 棟）が津波浸水想定区域に立地しており、都市機能誘導区域においては、約 5％

（約 60 棟）が立地しています。 

これらの要配慮者利用施設においては、浸水等による施設の機能不全や冠水による避

難経路（道路）の寸断などが発生するおそれがあります。 

 

  

【課題抽出の視点⑧】 

要配慮者等の生命維持に危険

はないか 
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（９）土砂災害警戒区域等×要配慮者利用施設 

医療施設や福祉施設等の要配慮者利用施設のうち、約 16％（約 150 棟）が土砂災害警

戒区域等に立地しています。 

これらの要配慮者利用施設においては、土石流等の発生により、要配慮者の生命が危

険にさらされるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点⑨】 

要配慮者等の生命維持に危険

はないか 
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（１０）建築年（耐震化の有無）×DID 地区 

1981 年の建築基準法改正前の旧耐震基準で建てられた建物は、ＤＩＤ地区内に 4.1

万棟以上存在しています。 

これらの建物は、地震発生時に倒壊するおそれがあり、密集している地域では建物の

倒壊による人的・物的被害の拡大や避難経路（道路）の寸断などが発生するおそれがあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点⑩】 

家屋倒壊による生命維持の 

危険、甚大な財産被害はないか 

新耐震基準 
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新耐震基準 
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（１１）建築年（耐震化の有無）×避難所・避難経路 

1981 年の建築基準法改正前の旧耐震基準で建てられた建物が密集している箇所など

では、災害発生時に道路途絶となる可能性が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点⑪】 

道路途絶による避難活動の 

遅れはないか 

新耐震基準 
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新耐震基準 
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（１２）緊急輸送道路×災害拠点施設×通行閉塞のおそれのある建物 

市の中心部などでは、緊急輸送道路の沿道に立地する 3階建以上の建築物が多く存

在しており、建物倒壊に伴う道路閉塞の可能性が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【課題抽出の視点⑫】 

道路途絶による救急活動・ 

災害復旧の遅れはないか 
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（１３）建物構造×防火帯・密集市街地 

本市には、木造建物が多くを占め、防火帯となる規模の大きい道路や公園も配置さ

れていない密集市街地が多く存在します。これらの地区は、火災発生時の延焼のおそ

れがあり、特に災害リスクが高いと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 「公園」及び「緑地」とは、H27 時点で都市公園法上の「公園緑地」に位置づけられた施設を指します。また、道路空間等は、幅

員 12m以上で防火帯として一定以上の効果（延焼防止率）を発揮することから、面積 144ｍ2以上の公園・緑地を「防火帯として

機能することが期待できる施設」と仮定しました。 

※2 道路空間等は、幅員が 4ｍ未満で防火帯としての効果が著しく低下するとされています。（国交省資料より） 

出典：都市計画課作成資料  

【課題抽出の視点⑬】 

火災発生による延焼はないか 

※1 

※1 

※2 

※2 

地震時等に著しく危険な密集市街地 
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地震時等に著しく危険な密集市街地 
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５ 災害リスクの抽出 

（１）洪水   

垂直避難が困難な 1階建の建物が多数立
地 

垂直避難 

家屋倒壊等氾濫想定区域に木造建築物
が多数立地 

家屋倒壊 

医療施設や福祉施設などの要配慮者利
用施設が多数立地している 

要配慮者等の生命維持 
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（２）津波  

医療施設や福祉施設などの要配慮者利
用施設が多数立地している 

要配慮者等の生命維持 

垂直避難が困難な 1階建の建物が多数立
地 

垂直避難 
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（３）土砂災害 

  

土砂災害警戒区域等に木造建築物を含む
建物が多数立地 

家屋倒壊 要配慮者等の生命維持 
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（４）地震 

 

 

  

緊急輸送道路の沿道に３階建以上の建
物が多く存在 

緊急物資輸送等の機能不全 

地震時等に著しく危険な密集市街地に木造かつ旧耐震の建物が
密集し、一部で土砂災害警戒区域と重なる 

火災発生による延焼 家屋倒壊 要配慮者等の生命維持 

地震時等に著しく危険な密集市街地 
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（５）災害リスク一覧 

災
害
種
別 

ハ
ザ
ー
ド
情
報
等 

災害リスク 

区
域
区
部 

地区名 

中央 東部 南部 北部 

中
央
東
部 

中
央
西
部 

中
央
南
部 

中
央
北
部 

式
見 

福
田 

小
榊 

小
ヶ
倉 

茂
木 

東
長
崎 

日
見 

土
井
首 

深
堀 

香
焼 

西
浦
上 

滑
石 

三
重 

台
風 

 

１ ）強風による屋根等の飛
散、倒木のおそれがある 

暴風雨による屋根等の飛
散、倒木が発生するおそれ
があり、周辺家屋への被害拡
大や避難経路の寸断が懸念
される。 

都
市
機
能 

●  ● ●      ●  ● ●  ●   

居
住
誘
導 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

２）停電や断水のおそれがあ
る 

暴風雨による停電や断水
が発生するおそれがある。 

都
市
機
能 

●  ● ●      ●  ● ●  ●   

居
住
誘
導 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

洪
水
（Ｌ
２
・Ｌ
１
） 

 

浸
水
深 

３）垂直避難が困難な建物が
集積 【視点①】 

浸水想定区域内に低層の
建物が多数立地している 

都
市
機
能 

●  ● ●      ●     ●   

居
住
誘
導 

● ● ● ● ●     ●  ●   ● ● ● 

４）洪水浸水想定区域内に学
校や要配慮者利用施設が
立地する 【視点③】 

浸水想定区域内に立地す
る学校や要配慮者利用施設
は浸水により機能不全に陥る
おそれがある。 

都
市
機
能 

●  ● ●      ●     ●   

居
住
誘
導 

 ● ● ● ●     ●     ● ●  

家
屋
倒
壊
等 

５）想定最大規模の洪水時に
おける建物倒壊による被
害拡大のおそれがある 
【視点④・⑤】 

家屋倒壊等氾濫想定区域
では、想定最大規模の洪水
時に建物が倒壊するおそれ
がある。 

都
市
機
能 

●   ●           ●   

居
住
誘
導 

● ●  ●           ●   
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災
害
種
別 

ハ
ザ
ー
ド
情
報
等 

災害リスク 

区
域
区
部 

地区名 

中央 東部 南部 北部 

中
央
東
部 

中
央
西
部 

中
央
南
部 

中
央
北
部 

式
見 

福
田 

小
榊 

小
ヶ
倉 

茂
木 

東
長
崎 

日
見 

土
井
首 

深
堀 

香
焼 

西
浦
上 

滑
石 

三
重 

津
波 

浸
水
深 

６）垂直避難が困難な建物が
立地 【視点⑥】 

津波浸水想定区域内に低
層の建物が立地している地
区がある。 

都
市
機
能 

●  ● ●              

居
住
誘
導 

 ●     ●  ● ● ● ● ● ●    

７）津波浸水想定区域内に学
校や要配慮者利用施設が
立地する 【視点⑧】 

浸水想定区域内に立地す
る学校や要配慮者利用施設
は浸水により機能不全に陥る
おそれがある。 

都
市
機
能 

●  ● ●              

居
住
誘
導 

 ●                

土
砂
災
害 

土
砂
災
害
警
戒
区
域 

８）市内全域に土砂災害警戒
区域・土砂災害特別警戒
区域が分布 【視点⑨】 

土砂災害警戒区域・土砂
災害特別警戒区域が市内全
域に分布しており、大雨や地
震等によって土砂災害が発
生するおそれがある。 

都
市
機
能 

●  ● ●      ●  ● ●  ●   

居
住
誘
導 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

地
震 

耐
震
性 

９）耐震性が十分でない建物
の集積 【視点⑩・⑪】 

耐震性が十分でない建物
が集積する場所では、倒壊
により円滑な避難行動が困難
となるなど、被害の拡大が懸
念される。 

都
市
機
能 

                 

居
住
誘
導 

●  ● ●              

建
物
構
造 

10）建物倒壊による道路途絶
のおそれがある 【視点⑪・
⑫】 

建物の倒壊による道路途
絶が懸念される。 

都
市
機
能 

●  ● ●      ●  ● ●  ●   

居
住
誘
導 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
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災
害
種
別 

ハ
ザ
ー
ド
情
報
等 

災害リスク 

区
域
区
部 

地区名 

中央 東部 南部 北部 

中
央
東
部 

中
央
西
部 

中
央
南
部 

中
央
北
部 

式
見 

福
田 

小
榊 

小
ヶ
倉 

茂
木 

東
長
崎 

日
見 

土
井
首 

深
堀 

香
焼 

西
浦
上 

滑
石 

三
重 

地
震 

建
物
構
造 

11）火災発生時における延焼
のおそれがある 【視点⑬】 

木造の建物が多く、防火帯
となる幅員の大きな道路や公
園などが配置されていない場
所では、延焼による被害の拡
大が懸念される。 

都
市
機
能 

                 

居
住
誘
導 

●  ● ●              
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６ 防災まちづくりの将来像・取組方針 

（１）防災まちづくりの将来像 

防災まちづくりにおいては、災害リスクの分析やそこから得られる課題を踏まえ、地

域の災害リスクを認識・共有したうえで、国、県、市、民間事業者、住民等が連携しな

がら、強靭な地域づくりにつながる総合的な施策を推進することが必要です。 

本市における防災まちづくりの将来像は、地域防災計画・水防計画や国土強靭化地域

計画と整合を図るとともに、立地適正化計画における都市づくりの目標を踏まえて、以

下のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民・企業・行政等が互いに連携して災害に備える 

だれもが安全安心に暮らし続けられるまち 

 

 

【長崎市国土強靭化地域計画】 

【長崎市地域防災計画・長崎市水防計画】 

 

連携 

【長崎市立地適正化計画】 

◆都市づくりの目標 

目標 1：市民が安全・安心にずっと住み続けられる都市づくり 

目標 2：快適で暮らしやすい居住地を形成する都市づくり 
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（２）災害種別ごとの取組方針 

前項で示した防災まちづくりの将来像の実現に向けて、災害種別（台風・洪水・津波・

土砂災害・地震）に応じた取組方針を整理します。 

 

① 台風への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 台風接近時には避難行動自体が困難になることが想定されるため、避難所の確保

ならびに迅速な避難行動が重要です。 

 住民の早期避難体制の構築や指定避難所における一定期間の受入体制確保等に

努めます。 

 高潮については、海岸の背後地の被害を防止するための対策を推進します。 

 強風による屋根瓦等の飛散、倒木が発生するおそれがあり、周辺家屋への被害拡

大や避難経路の寸断が懸念されます。 

 停電や断水が発生するおそれがあります。 

 高潮による港湾施設や建物への被害（浸水等）が懸念されます。 

〈 災害対応の考え方 〉 

 

〈  取  組  方  針  〉 

 道路整備事業 

 無電柱化事業 

 護岸改良事業 

災害リスクの低減（ ） 

 インフラ等整備 

〈 災害リスクの状況 〉 

災害リスクの低減（ ） 

 避難・防災体制の 

充実 

 意識啓発 

 情報発信 

 避難行動要支援者の名簿作成及び提供 
 自主防災組織の結成・活動の活性化 
 自助・共助・公助が一体となった避難所運営の

推進 
 情報伝達手段の拡充 
 地域防災マップの作成推進 
 地域の防火防災訓練の実施 

 ため池ハザードマップの作成・公表 
 各種防災情報の入手方法の発信 
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② 洪水（外水氾濫）・雨水出水（内水氾濫）への対応 

 

 

  

 浦上川、中島川、八郎川沿いの比較的勾配が緩やかなエリアを中心に想定最大規

模の洪水浸水想定区域が指定されており、区域内では建物の床上浸水や道路冠水

等により避難活動が困難になることが想定されます。 

 家屋倒壊等氾濫想定区域が指定されている浦上川、中島川、八郎川沿いにおいて

は、河岸浸食による家屋倒壊等の被害拡大が懸念されます。 

 大雨の際、下水道管や水路の排水が追いつかず、マンホールや雨水ますから水が

溢れる（内水氾濫）おそれがあります。 

〈 現 状 〉 

 浸水想定区域における浸水継続時間が概ね 12 時間未満と比較的短いことと平地

が少ない本市の地形的特性を踏まえ、災害時の生命維持に対するリスクの低減策

を講じることを前提に、一部を居住誘導区域等に含むものとします。 

 住民の早期避難を取組の軸として定め、避難・防災体制の充実や意識啓発、河川

改修等によるハード・ソフトの両面から総合的な対策を推進します。 

 内水対策については、大雨による浸水被害を最小限にとどめるために、雨水排水

の整備を推進します。 

〈 災害対応の考え方 〉 

 

 道路整備事業 

 河川改修事業 

 ダム建設事業 

 雨水整備事業（降雨による内水排除に限る） 

〈 災害リスクの状況 〉 

〈  取  組  方  針  〉 

災害リスクの低減（ ） 

 避難・防災体制の 

充実 

 意識啓発 

 情報発信 

災害リスクの低減（ ） 

 インフラ等整備 

 災害時に機能を確保すべき公共施設の土地の

嵩上げ 

 避難行動要支援者の名簿作成及び提供 
 自主防災組織の結成・活動の活性化 
 自助・共助・公助が一体となった避難所運営の

推進 
 情報伝達手段の拡充 
 地域防災マップの作成推進 
 地域の防火防災訓練の実施 
 ため池ハザードマップの作成・公表 
 洪水ハザードマップの作成・公表 
 各種防災情報の入手方法の発信 

災害リスクの回避（ ）

 危険回避 
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③ 津波への対応 

 

 

 

 

z  

 浸水想定区域のほとんどが浸水深 0.5m 未満であることと平地が少ない本市の地

形的特性を踏まえ、災害時の生命維持に対するリスクの低減策を講じることを前

提に、一部を居住誘導区域等に含むものとします。 

 津波発生時には円滑かつ迅速な避難行動が求められることから、災害リスクの周

知・啓発、避難所及び避難経路の確保、避難訓練の実施など早期避難体制の構築

に努めます。 

〈 災害対応の考え方 〉 

 中央地域、南部地域、東部地域における沿岸部の一部が津波浸水想定区域に指定

されており、区域内では建物の床上浸水や道路冠水等により避難活動が困難にな

ることが想定されます。 

〈 災害リスクの状況 〉 

 

〈 取 組 方 針 〉 

災害リスクの低減（ ） 

 避難・防災体制の 

充実 

 意識啓発 

 情報発信 

 避難行動要支援者の名簿作成及び提供 
 自主防災組織の結成・活動の活性化 
 自助・共助・公助が一体となった避難所運営の

推進 
 情報伝達手段の拡充 
 地域防災マップの作成推進 
 地域の防火防災訓練の実施 
 各種防災情報の入手方法の発信 

 道路整備事業 
災害リスクの低減（ ） 

 インフラ等整備 
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④ 土砂災害への対応 

 

 

 

 

 

  

 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域内においては、都市計画法に基づい
て行われる開発行為に対して一定の制限を設けるとともに、土砂災害特別警戒区

域については、居住誘導区域等から除外することとします。 
 今後ハザード情報の更新に伴い、土砂災害特別警戒区域等が追加または解除され

た場合は、居住誘導区域等の見直し等を実施します。 
 土砂災害警戒区域については、平地が少ない本市の地形的特性を踏まえ、災害発

生の危険性を事前に周知するなどのリスクの低減策を講じることを前提に、一部
を居住誘導区域等に含むものとします。 

 災害リスクの周知・啓発を強化し、地域防災力の向上を図ります。 

県が必要に応じて行う土砂災害防止法第26条に基づく移転勧告の活用などによ

り土砂災害特別警戒区域等から移転する住宅の移転費用等を支援し、安全・安

心な場所への居住誘導に努めます。 

 公園、道路等を避難時に活用するとともに、県との連携を図りながら急傾斜地

崩壊防止施設や県が行う砂防施設等の整備を推進します。 

〈 災害対応の考え方 〉 

 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が市内全域に分布しており、特に土
砂災害警戒区域内においては、要配慮者利用施設を含め建物が多数立地している
ことから、家屋倒壊等による人的・物的被害の拡大が懸念されます。 

〈 災害リスクの状況 〉 
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 道路整備事業 
 住宅市街地基盤整備事業 
 急傾斜地崩壊対策事業 
 砂防事業 
 公園等施設整備事業 
 都市防災総合推進事業（ ） 
 宅地のがけ災害対策事業 
 老朽危険空き家対策事業 

〈 取 組 方 針 〉 

災害リスクの低減（ ） 

 避難・防災体制の 

充実 

 意識啓発 

 情報発信 

 土地利用規制 
※土砂災害特別警戒区域のみ 

 がけ地近接等危険住宅移転事業 
 

 宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく盛土
等の規制 

災害リスクの回避（ ） 

 危険回避 

災害リスクの低減（ ） 

 インフラ等整備 

 避難行動要支援者の名簿作成及び提供 
 自主防災組織の結成・活動の活性化 
 自助・共助・公助が一体となった避難所運営の

推進 
 情報伝達手段の拡充 
 地域防災マップの作成推進 
 地域の防火防災訓練の実施 
 ため池ハザードマップの作成・公表 
 土砂災害ハザードマップの作成・公表 
 各種防災情報の入手方法の発信 
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⑤ 地震への対応 

 

 

 

 

z  

 地震災害は局地的な被害想定が困難であることから、木造戸建住宅の耐震補助

事業等を活用した建物及び公共施設の耐震化を促進するとともに、液状化対策

を実施することで倒壊による人的・物的被害の軽減を図ります。 

 避難・防災体制の充実を図るとともに、防火地域・準防火地域内における建物更

新時の不燃化促進、ならびに防火帯・防災活動拠点となる公園等の整備を推進し

ます。 

 新重点密集市街地など、延焼危険性や避難困難性が高い地区では、防災性向上に

向けた道路等の整備を推進します。 

〈 災害対応の考え方 〉 

 建築基準法改正前に建てられた旧耐震基準の木造建物が市街化区域内に多数立

地しており、延焼による被害拡大、建物倒壊による緊急物資輸送の機能不全等が

発生するおそれがあります。 

 市中心部では、延焼危険性や避難困難性が特に高く、地震時等において安全性を

確保することが困難である著しく危険な密集市街地が設定されています。 

〈 災害リスクの状況 〉 

 

〈  取  組  方  針  〉 

 道路整備事業 

 無電柱化事業 

 公園等施設整備事業 

 長崎市安全・安心住まいづくり支援事業 

（木造戸建て住宅の耐震補助事業） 

 長崎県耐震・安心住まいづくり支援事業 

 橋梁耐震化事業 

 民間建築物耐震化推進事業 

 老朽危険空き家対策事業 

災害リスクの低減（ ） 

 避難・防災体制の 

充実 

 意識啓発 

 情報発信 

災害リスクの低減（ ） 

 インフラ等整備 

 避難行動要支援者の名簿作成及び提供 

 自主防災組織の結成・活動の活性化 
 自助・共助・公助が一体となった避難所運営の

推進 
 情報伝達手段の拡充 
 地域防災マップの作成推進 
 地域の防火防災訓練の実施 
 ため池ハザードマップの作成・公表 
 各種防災情報の入手方法の発信 


